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税務訴訟資料 第２６４号－１９７（順号１２５７８） 

札幌高等裁判所　平成●●年（○○）第●●号　相続税更正処分等取消請求控訴事件 

国側当事者・国（札幌南税務署長） 

平成２６年１２月１９日棄却・確定 

（第一審・札幌地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、平成２６年５月１３日判決、本資料２６４

号－８９・順号１２４７０） 

判 決 

控訴人（原告）  甲 

訴訟代理人弁護士 林 賢一 

被控訴人（被告） 国 

代表者法務大臣  上川 陽子 

処分行政庁  札幌南税務署長 

飯田 孝光 

指定代理人 川村 明伸 

同 新庄 正義 

同 梶 昌宏 

同 宮森 弘治 

同 佐藤 誠一 

同 阪本 智也 

同 野口 一郎 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

事実及び理由

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 札幌南税務署長が平成２３年９月１３日付けで控訴人に対してした控訴人の平成１９年１１

月１５日相続に係る相続税の更正処分のうち課税価格５億５０７１万８０００円、納付すべき税

額１億４４６７万８９００円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち過少申告

加算税額５万円を超える部分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 控訴人は、平成１９年１１月１５日、控訴人の母である被相続人乙（以下「亡乙」という。）

から原判決書別紙３不動産目録記載１の土地（以下「本件土地１」という。）及び同目録記載３

の土地（以下「本件土地３」といい、本件土地１とあわせて「本件各土地」という。）等を相続

し（以下「本件相続」という。）、平成２０年９月１１日に相続税の申告を、同月１６日に訂正申

告を、同年１２月２４日に修正申告をそれぞれ行ったところ、札幌南税務署長（処分行政庁）は、
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相続税の更正処分（以下「本件更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下

「本件賦課決定処分」といい、本件更正処分とあわせて「本件各処分」という。）をした。本件

は、控訴人が、本件各処分には本件各土地の評価を誤った違法があると主張して、本件各処分の

一部の取消しを求めた事案である。 

原審は、本件各処分はいずれも適法なものであるとして、控訴人の請求をいずれも棄却した。

控訴人はこれを不服として控訴した。 

２ 関係法令及び通達の定め、前提となる事実、本件各処分の根拠及び適法性に関する被控訴人の

主張並びに争点及びこれに対する当事者の主張は、原判決書「事実及び理由」欄の「第２ 事案

の概要等」の２ないし５に記載のとおりであるから、これを引用する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、本件各処分はいずれも適法なものであり、控訴人の請求は理由がなく、いずれも

棄却するのが相当であると判断するが、その理由は、原判決書「事実及び理由」欄の「第３ 争

点に対する判断」に記載のとおりであるから、これを引用する。 

２ 控訴理由について 

(1) 控訴人は、原判決が、札幌南税務署長が本件各土地の評価に当たり、控訴人の本件各建物

の持分である２分の１に相当する部分については使用貸借通達に則って自用地として評価し、

亡乙の本件建物の持分である２分の１に相当する部分について貸家建付地として評価したこ

とを相当であるとした判断について、評価通達２によるというほかは理由を述べておらず、理

由不備である旨主張する。しかしながら、上記の判断は、本件各建物が共有であることから、

持分割合によるのが相当であると評価をしているのであり、それ自体相当な判断であり、理由

不備でないことは明らかである。 

(2) 控訴人は、①亡乙の本件各建物の共有持分が２分の１であっても、亡乙が本件各建物を単

独所有している場合と同様に、亡乙の本件各建物に係る本件各土地に対する敷地利用権は、本

件各土地全体に及ぶこと、②当該土地がその上の建物の賃借人の敷地利用権から受ける制約は

土地全体に及ぶから、建物所有者の敷地利用権として所有権がある以上、使用貸借通達３を適

用して土地の評価を行うことはできない、③ある土地所有者がその上の建物を単独所有し、当

該建物を第三者に賃貸していた場合、当該土地は貸家建付地として評価されるところ、本件各

土地も、上記の場合の土地が建物賃借人の敷地利用権から受ける制約と同じ制約を受けること

となるなどと主張する。しかしながら、本件各土地が本件各建物のために負担している敷地利

用権は、控訴人の使用貸借に基づく部分がある分だけ、亡乙が本件各建物を単独所有している

場合よりも観念的には負担の少ないものというべきであり、控訴人の主張は、本件各建物が敷

地を不可分の形で利用していることを根拠として、控訴人の本件各建物の共有持分の２分の１

について、敷地利用権が使用貸借であることを無視すべきであると主張しているにすぎず、採

用することはできない。 

３ よって、控訴人の請求をいずれも棄却した原判決は相当であり、本件控訴は理由がないから棄

却することとし、主文のとおり判決する。 

札幌高等裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 佐藤 道明 

 裁判官 馬場 純夫 
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   裁判官 三宅 康弘 




